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茨城県告示第416号

茨城県青少年のための環境整備条例（昭和37年茨城県条例第60号）第８条第１項の規定に基づき，青少年に有害な

興行として次のものを指定する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

指定番号 種類 題 名 配給会社
2753 映画 新・監禁逃亡　美姉妹服従の掟 新東宝映画
2754 映画 させちゃう秘書　生好き肉体残業 オーピー映画
2755 映画 ある歯科医の異常な愛　－狂乱オーガズム－ 新日本映像
2756 映画 性交エロ天使　たっぷりご奉仕 オーピー映画

2757 映画 団地妻・昼下がりの情事 スカパーブロード
キャスティティング

2758 映画 後ろから前から スカパーブロード
キャスティティング

2759 映画 ニンジャ・アサシン ワーナー（アメリカ）

茨城県告示第417号

生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条（同法第55条において準用する場合を含む。）及び中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項の規定による医療機

関及び施術機関について，次のとおり指定し，及び廃止の届出があったので，生活保護法第55条の２及び中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律第14条第４項の規定に基づき告示する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

医療機関コード
名称 所在地 診療科目等 開設者氏名 指定等年月日 区分種類

1990059
訪問看護ステーショ
ングリーン

牛久市ひたち野西
４－25－５ 訪問看護 北山　麗子 平成22年２月24日 廃止

1990059
訪問看護ステーショ
ングリーン

牛久市ひたち野西
4-25-5　ONODA ビル
1F

訪問看護 （株）クリエイティ
ブナーシング 平成22年２月25日 指定

告　　　　　示
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医療機関コード
名称 所在地 診療科目等 開設者氏名 指定等年月日 区分種類

0131637
石井歯科クリニック

水戸市五軒町２－３
－34 一般歯科 石井　清彦 平成22年３月５日 指定

223
憩いの森　訪問マッ
サージ守谷治療院

守谷市松ヶ丘５－８
－５ あん摩マッサージ 細谷　修 平成22年３月25日 指定

310
憩いの森　訪問マッ
サージ守谷治療院

守谷市松ヶ丘５－８
－５ はり・きゅう 細谷　修 平成22年３月25日 指定

224
小沼指圧　和み 小美玉市川戸259 あん摩マッサージ 小沼　英郎 平成22年３月25日 指定

2410439
田中心療内科クリ
ニック

守谷市ひがし野１－
29－１正木ビル内

内科・心療内科・
精神科 医療法人　丹誠会 平成22年３月20日 廃止

茨城県告示第418号

生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項の規定に基づく指定介護機関から，次のとおり届出があった

ので告示する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

申請（開設）
者の名称

指定時の事業所
の名称

指定時の事業
所の所在地 サービスの種類 変更事項 コード 変更等年月日 区分

株式会社ケ
アネット

高齢者ホーム「陣
屋」グループホー
ム

筑西市知行
106

認知症対応型共同生活
介護 － 0872700133 平成20年12月31日 廃止

株式会社ケ
アネット

高齢者ホーム「陣
屋」デイサービ
スセンター

筑西市知行
106

通所介護
介護予防通所介護 － 0872700125 平成20年12月31日 廃止

社会福祉法
人つくば市
社会福祉協
議会

社会福祉法人　
つくば市社会福
祉協議会

つくば市金田
1979

居宅介護支援事業
訪問介護
訪問入浴介護
福祉用具貸与
介護予防訪問介護
介護予防訪問入浴介護
介護予防福祉用具貸与

（一部事業の廃止）
訪問入浴介護
介護予防訪問入
浴介護

0872000021 平成22年３月31日 変更

特定非営利
活動法人　
虹

ケアプランセン
ター　きずな

北茨城市大津
町北町２－１
－５　３号室

居宅介護支援事業
（所在地の変更）
北茨城市大津町
北町1484-288

0871500427 平成22年２月15日 変更

特定非営利
活動法人　
虹

ヘルパーステー
ション　虹

北茨城市大津
町北町２－１
－５　３号室

訪問介護
介護予防訪問介護

（所在地の変更）
北茨城市大津町
北町1484-288

0871500476 平成22年２月15日 変更

医療法人こ
この実会

医療法人ここの
実会　嶋崎病院

日立市弁天町
２－７－15

訪問看護
訪問リハビリテーション
居宅療養管理指導
介護予防訪問看護
介護予防訪問リハビリ
テーション
介護予防居宅療養管理
指導

－ 0810210237 平成22年１月31日 廃止

株式会社セ
ン ト フ ォ
ローカンパ
ニー

石川中央薬局 水戸市石川４
－4045－１

居宅療養管理指導
介護予防居宅療養管理
指導

（名称の変更）
SFC 薬局　石川
中央店

0840141410 平成17年３月１日 変更

株式会社セ
ン ト フ ォ
ローカンパ
ニー

ひたち南薬局 日立市久慈町
７－19－13

居宅療養管理指導
介護予防居宅療養管理
指導

（名称の変更）
SFC 薬局　ひた
ち南店

0840241111 平成17年８月１日 変更
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申請（開設）
者の名称

指定時の事業所
の名称

指定時の事業
所の所在地 サービスの種類 変更事項 コード 変更等年月日 区分

株式会社セ
ン ト フ ォ
ローカンパ
ニー

けやき台薬局 水戸市酒門町
1577－８

居宅療養管理指導
介護予防居宅療養管理
指導

（名称の変更）
SFC 薬局　けや
き台店

0840141550 平成18年３月１日 変更

株式会社セ
ン ト フ ォ
ローカンパ
ニー

おおだいら薬局
ひたちなか市
大平４－３－
13

居宅療養管理指導
介護予防居宅療養管理
指導

（名称の変更）
SFC 薬局　おお
だいら店

0842140576 平成17年６月１日 変更

関東エア・
ウォーター
株式会社

愛らんど鹿島 鹿嶋市大字光
３

福祉用具貸与
介護予防福祉用具貸与
特定福祉用具販売
特定介護予防福祉用具
販売

－ 0872200365 平成22年３月31日 廃止

茨城県告示第419号

障害者自立支援法（平成17年法律第123号）第29条第１項の規定に基づき，次のとおり指定したので，同法第51条

第１号の規定により告示する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

事業所番号 事業所の名称 事業所の所在地 事業者の名称 主たる事務
所の所在地 指定年月日 サービスの種類

0811600121
茨城県立リハビ
リテーションセ
ンター

笠間市鯉渕6528
－２ 茨城県 水戸市笠原

町978－６ 平成22年４月１日 就労継続支援Ａ型

茨城県告示第420号

障害者自立支援法（平成17年法律第123号）第29条第１項の規定に基づき，次のとおり指定したので，同法第51条

第１号の規定により告示する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

事業所番号 事業所の名称 事業所の所在地 事業者の名称 主たる事務
所の所在地 指定年月日 サービスの種類

0812500056 やまびこ厚生園 常陸大宮市国長
993番地

社会福祉法人
慈徳会

常陸大宮市
国長993番地 平成22年４月１日

施設入所支援，生
活介護，就労移行
支援

茨城県告示第421号

障害者自立支援法（平成17年法律第123号）第29条第１項の規定に基づき，次のとおり指定したので，同法第51条

第１号の規定により告示する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

事業所番号 事業所の名称 事業所の所在地 事業者の名称 主たる事務
所の所在地 指定年月日 障害者支援施設の

サービスの種類

0811800036 めふきの苑 坂東市長谷3134
番地

社会福祉法人
修倫福祉会

坂東市神田
山2208番地 平成22年４月１日

生活介護
施設入所支援
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茨城県告示第422号

障害者自立支援法（平成17年法律第123号）第46条第１項に規定する変更の届出があったので，同法第51条第２号

の規定により告示する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　主な届出の内容

事業所番号 事業所の名称 サービスの種類
変更の内容

変更事項 変更前 変更後
0812700144 援護寮　悠々 短期入所 事業所の名称 援護寮　悠々 悠々

２　変更年月日

平成22年４月１日

茨城県告示第423号

障害者自立支援法（平成17年法律第123号）第46条第１項に規定する変更の届出があったので，同法第51条第２号

の規定により告示する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　主な届出の内容

事業所番号 事業所の名称 サービスの種類
変更の内容

変更事項 変更前 変更後

0810300095
土浦市療育支援
センターつくし
作業所

自立訓練（生活
訓練）就労移行
支援

事業所の名称 土浦市療育支援セン
ターつくし作業所 土浦市つくしの家

事業所の所在地 土浦市上高津1809番
地

土浦市上高津1810番
地

２　変更年月日

平成22年４月１日

茨城県告示第424号

障害者自立支援法（平成17年法律第123号）第47条に規定する指定辞退の届出があったので，同法第51条第１項の

規定により告示する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

事業所の番号 事業所の名称 事業所の所在地 事業所の名称 サービスの種類 辞退年月日

0811800036 めふきの苑 坂東市長谷3134番地 社会福祉法人修倫
福祉会

指定知的障害者更
生施設 平成22年３月31日

茨城県告示第425号

調理師法（昭和33年法律第147号）第３条の２第２項の規定により茨城県調理師試験（以下「試験」という。）の実
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施に関する事務の一部を次の者に行わせることとしたので，調理師法施行令（昭和33年政令第303号）第２条の２第

１項の規定に基づき公示する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　指定試験機関の名称

社団法人調理技術技能センター

２　主たる事務所の所在地及び試験事務を取り扱う事務所の所在地

東京都中央区日本橋堀留町２丁目８番５号 JACCビル

３　行わせることとした試験事務の範囲

試験の実施に関する事務の一部

試験問題の作成，試験の運営，採点・合否判定，合格通知

４　試験事務を行わせることとした年月日

平成22年４月１日

茨城県告示第426号

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第２項の規定による大規模小売店舗の変更の届出について，

同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定に基づき次のとおり公告し，その関係書類は，本日から４月間

縦覧に供する。

なお，この公告に係る大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の保持の見地からの意見を述べようとする者は意見

書を本日から４月以内に茨城県知事に提出することができる。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　届出者氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

⑴　名称及び代表者氏名

筑波都市整備株式会社

代表取締役　南部　裕一

⑵　住所

つくば市竹園一丁目２番地１

２　届出事項の概要

⑴　大規模小売店舗の名称及び所在地

つくばクレオスクエア　キュート

つくば市吾妻一丁目６－１　外

⑵　変更しようとする事項

大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻

（変更前）開店時刻　午前９時
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閉店時刻　午後９時

（変更後）開店時刻　午前０時（一部午前９時）

閉店時刻　翌午前０時（一部午後９時）

⑶　変更の年月日

平成22年３月19日

⑷　変更する理由

24時間営業のコンビニエンスストア入店のため

３　届出年月日

平成22年３月17日

４　縦覧の場所

茨城県商工労働部中小企業課

茨城県告示第427号

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項の規定に基づく市町村の意見の概要について，同条第

３項の規定に基づき次のとおり公告し，その意見書は，本日から１月間縦覧に供する。

平成22年４月１日

茨城県知事　橋 　 本 　 　 　 昌

１　大規模小売店舗の概要

⑴　大規模小売店舗の名称及び所在地

水戸駅ビルエクセル

水戸市宮町一丁目１番１号

⑵　届出の概要

ア　届出の種類及び届出の公告日

変更の届出（第６条第１項）

平成22年２月１日

イ　変更した事項

大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

（変更前）
氏名又は名称 住　　　　　　　所 代表者氏名 変更年月日

株式会社キャン 東京都杉並区高円寺北２丁目６番１号第２千
歳ビル２F 小川　智士 平成20年８月17日

株式会社シンシア 東京都渋谷区千駄ヶ谷５－17－14MSD20ビ
ル２Ｆ 寺井　久晴 平成20年９月15日

有限会社マゼラン 埼玉県所沢市松郷87番地の60 高橋　令二 平成20年11月24日
株式会社ワールド 兵庫県神戸市中央区港島中町６－８－１ 寺井　秀藏 平成21年１月18日
株式会社西洋館センター 埼玉県朝霞市浜崎１－６－21 池内　フミエ 平成21年１月31日

株式会社スイートガーデン 京都府京都市下京区烏丸通五条下る大坂町
400番地　三善ビル３階 小池　和則 平成21年１月31日

株式会社やまと 東京都渋谷区千駄ヶ谷５－27－３ 矢嶋　孝敏 平成21年２月１日
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氏名又は名称 住　　　　　　　所 代表者氏名 変更年月日

株式会社シゼンヌ 東京都渋谷区千駄ヶ谷５丁目27番３号　　や
まとビル５F 川端　明夫 平成21年２月１日

株式会社ワールド 兵庫県神戸市中央区港島中町６－８－１ 寺井　秀藏 平成21年２月１日

株式会社東京ドーム 東京都文京区後楽１丁目３番61号黄色いビル
６F 林　　有厚 平成21年３月31日

株式会社名門会 東京都豊島区目白一丁目４番25号目白博物館
ビル１F 宮下　秀一 平成21年3月31日

株式会社メリーチョコレー
トカムパニー 東京都大田区大森西７丁目１番14号 原　　邦生 平成21年３月31日

株式会社ブックエース 水戸市平須町1828－888 中村　昭彦 平成21年４月26日
株式会社リテイルネット
ワークス

東京都目黒区上目黒２－１－１中目黒 GTタ
ワー８F 長岡　彰夫 平成21年５月６日

株式会社ハウスオブグッズ 東京都八王子市大和田町５－29－５カスタム
ビル１F 雨宮　由直 平成21年５月６日

有限会社木村商事 水戸市中央２－５－24 木村　憲朗 平成21年５月10日
株式会社エービーシー・
マート

東京都渋谷区道玄坂１－12－１渋谷マークシ
ティウェスト19階 野口　　実 平成21年11月８日

株式会社ユナイテッド・フ
レグランス・オブ・インター
ナショナル

青森県弘前市城東中央三丁目３番地３ 稲生　一彦 平成21年11月29日

（変更後）
氏名又は名称 住　　　　　　　所 代表者氏名 変更年月日

株式会社ビー・エル・シー 東京都中央区東日本橋２－５－10 森田　裕一 平成20年10月11日
ジュピターコーヒー株式会社 東京都北区田端新町１－６－11小林ビル２F 内林　久雄 平成21年２月20日
株式会社バロックジャパン
リミテッド 東京都目黒区青葉台４丁目７番７号 村井　博之 平成21年２月27日

ナショナルシューズ株式会社 東京都台東区浅草橋１－２－８丸一ビル 伊澤　裕一郎 平成21年２月27日
イトキン株式会社 東京都渋谷区千駄ヶ谷３－１－１ 辻村　章夫 平成21年３月６日
株式会社クロスカンパニー 岡山県岡山市北区幸町２－８ 石川　康晴 平成21年３月６日

株式会社ポイント 東京都中央区八重洲２－７－２八重洲三井ビ
ル10F 石井　稔晃 平成21年３月６日

株式会社サンエー・イン
ターナショナル 東京都渋谷区渋谷1丁目２番５号 三宅　正彦 平成21年３月６日

株式会社エムズ 福島県喜多方市字押切２－11 斎藤　　満 平成21年３月６日
株式会社ティップトップ 東京都渋谷区千駄ヶ谷１－７－４渡貫ビル１F 手塚　正道 平成21年３月６日
株式会社チュチュアンナ 大阪府大阪市阿倍野区天王寺町北２－３－１ 上田　利昭 平成21年３月６日
森永牛乳配給株式会社 小美玉市西郷地838 岩田　巧一 平成21年４月１日

株式会社ツヴァイ 東京都千代田区内幸町１－１－１帝国ホテル
タワー 11階 田路　　正 平成21年４月24日

株式会社和真 東京都中央区銀座８－９－13 根岸　亨 平成21年６月19日
株式会社オリヒカ 神奈川県横浜市都筑区葛が谷６－56 青木　彰宏 平成21年６月19日
株式会社ピート 東京都墨田区錦糸１－11－16 赤池　順一 平成21年６月19日
パナソニックテレコム株式
会社

東京都港区芝浦１－12－３ダヴィンチ芝浦３
F 佐藤　正人 平成21年６月26日

株式会社良品計画 東京都豊島区東池袋４－26－３ 金井　政明 平成21年７月17日
ウ　届出年月日

平成22年１月７日

２　市町村の意見

特になし

３　縦覧の場所
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茨城県商工労働部中小企業課

茨城県告示第428号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき，道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は，平成22年４月１日から30日間茨城県土木部道路維持課において一般の縦覧に供する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　路　　線　　名　県道　新宿新田総和線

２　供用開始の区間　古河市上辺見字六軒下 2033 番１地先から

　　　　　　　　　　古河市上辺見字鹿養大道南 1324 番２地先まで

３　供用開始の期日　平成 22 年４月 30 日

茨城県告示第429号

車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第１項第２号イの規定に基づき，通行する車両の総重量の最高限度が，

車両の長さ及び軸距に応じ最大25トンである道路を次のとおり指定する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　指定する道路の路線名及び区間

　　次表のとおり
路　線　名 区　間

県道　結城野田線
 （路線番号 17）

結城市北南茂呂 1013 番１地先から
古河市諸川 726 番１地先まで

県道　筑西三和線
 （路線番号 23）

結城市今宿 1314 番１地先から
結城市新宿新田 34 番８地先まで

県道　土浦坂東線
 （路線番号 123）

坂東市勘助新田 4279 番地先から
坂東市岩井 4355 番 10 地先まで

県道　新宿新田総和線
 （路線番号 124）

結城市新宿新田 34 番８地先から
古河市上片田 749 番２地先まで

県道　中里坂東線
 （路線番号 125）

坂東市逆井 2833 番 371 地先から
坂東市菅谷 1310 番６地先まで

県道　岩井野田線
 （路線番号 142）

坂東市岩井 5097 番４地先から
坂東市長谷 2637 番 8 地先まで

県道　境間々田線
 （路線番号 190）

古河市小堤 147 番３地先から
古河市小堤 958 番地先まで

県道　古河総和線
 （路線番号 250）

古河市古河 833 番７地先から
古河市女沼 290 番４地先まで

県道　坂東菅生線
 （路線番号 252）

常総市大塚戸町 1885 番地先から
常総市菅生町 3053 番地先まで

２　指定する期日　平成 22 年４月１日



10 第 2168 号　平成 22 年４月１日（木曜日）

茨城県告示第430号

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づき，以下のとおり使用料の徴収事務を委託

したので，同条第２項の規定に基づき告示する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　受託者の住所および氏名

茨城県水戸市笠原町978番25　財団法人　茨城県建設技術公社

２　委託事務の内容

 　茨城県都市公園条例（昭和32年茨城県条例第26号）別表第１に規定する偕楽園好文亭および弘道館の使用料金の

徴収事務

３　委託期間

平成22年４月１日から平成22年９月30日まで

茨城県告示第431号

建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条の２第１項及び第７条の２第１項の規定により，指定確認検査機関を

次のとおり指定した。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　名称，所在地及び代表者氏名

　財団法人茨城県建築センター

　水戸市笠原町978－30

　代表理事　春田茂桂

２　指定の区分

 　建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令（平成11年建設省令第13号）第15条第１号から第10号並び

に第13号及び第14号に定める区分

３　業務区域

茨城県全域

４　確認検査の業務を行う事務所の所在地

財団法人茨城県建築センター本部事務所　水戸市笠原町978－30

財団法人茨城県建築センター県南事務所　つくば市松代１丁目18－１

財団法人茨城県建築センター県西事務所　古河市諸川1064－１　三友ビル５階

５　指定年月日

平成22年３月25日

６　確認検査の業務を開始しようとする年月日

平成22年４月１日
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茨城県告示第432号

行方市山田2566番地１に事務所を置く北浦土地改良区から次のとおり役員が就任した旨，土地改良法（昭和24年法

律第195号）第18条第16項の規定により届出があったので，同条第17項の規定により公告する。

平成22年４月１日

茨城県鹿行農林事務所長　　平 　 林 　 英 　 男

就任
職　名 氏　　　名 住　　　　　　　　所
理　　事 髙　 　俊　男 　　行方市山田 905 番地

茨城県告示第433号

平成21年10月27日付け央農土指令第13号で認可した常北土地改良区が行う農業生産基盤整備事業（かんがい排水）

石塚地区については，同年12月20日に工事が完了した旨，土地改良法（昭和24年法律第195号）第113条の２第１項の

規定により届出があったので，同条第２項の規定により公告する。

平成22年４月１日

茨城県県央農林事務所長　　中 　 野 　 一 　 正

（病院局）

茨城県病院局告示第１号

平成18年４月１日茨城県病院局告示第１号で告示した茨城県病院事業の設置等に関する条例（昭和41年茨城県条例

第61号）第４条第１項第１号のただし書き，同条同項第２号及び同条第３項中の規定により病院事業管理者が定める

診療料及び手数料の額の一部を次のように改正する。

平成22年４月１日

茨城県病院事業管理者　　古 　 田 　 直 　 樹

表中

「
⑵死亡診断書 1通につき　2,310 円　　　　　を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  」

「
⑵ 死亡診断書 1通につき　5,250 円　　　　　に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  」

「
　ア　一般コース 80,850 円

（ 乳房エックス線撮影検診を併せ
て受ける場合には 87,455 円）

　イ　精密コース 130,200 円
（ 乳房エックス線撮影検診を併せ
て受ける場合には 136,805 円）

⑵ 　日帰り人間ドック（１日間で行う検査を
いう。ただし，脳ドックを除く。以下同じ。）

42,000 円
（ 婦人科検診を併せて受ける場合
には，52,028 円）

⑶ 　 脳ドック（脳疾患の早期発見を目的とし
て１日間で行う検査をいう。以下同じ。）

63,000 円

⑷ 　短期人間ドック，日帰り人間ドックに於
いて追加で行う検査

医科診療報酬点数表の例により算
定した額に消費税相当額を加えて
得た額

　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  」
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「
　ア　一般コース 80,850 円
　イ　精密コース 130,200 円
⑵  　日帰り人間ドック（１日間で行う検査を
いう。ただし，脳ドックを除く。以下同じ。）

42,000 円

⑶ 　脳ドック（脳疾患の早期発見を目的とし
て１日間で行う検査をいう。以下同じ。）

52,500 円

⑷ 　脳検診（MRI，MRAによる画像診断検
査をいう。）

26,250 円

⑸ 　乳がん検診（マンモグラフィーによる画
像診断検査をいう。）

7,350 円

⑹  　短期人間ドック，日帰り人間ドックに於
いて追加で行う検査

医科診療報酬点数表の例により算
定した額に消費税相当額を加えて
得た額

　　　に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  」

「
16　死後処置料 6,000 円　　　を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  」

「
16　死後処置料 　7,350 円　　　に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  」

改める。

付　則

この告示は，公布の日から施行する。

公　　　　　告

◉平成22年度調理師試験の実施

調理師法（昭和33年法律第147号）第３条の２第１項の規定により調理師試験を次のとおり実施するので，茨城県

調理師法施行細則（昭和37年茨城県規則第24号）第２条第１項の規定に基づき公示する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　受験願書の配布場所

　受験願書等は，平成22年５月17日（月曜日）から，保健所等一覧表（別表）に掲げるところにおいて配布する。

 　なお，受験願書等の用紙の郵送を希望する場合は，封筒の表に「調理師試験受験願書希望」と朱書し，140円切

手を貼りあて先を明記した返信用封筒（角型２号［縦33cm×横24cm程度］）を同封し，別表の保健所等へ請求す

ること。

２　受験願書の受付日時及び受付場所

⑴　受験願書の受付日時

平成22年７月８日（木曜日）及び９日（金曜日）

午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで

⑵　受付場所

県内各保健所

　※　受験願書及び添付書類は，本人又は代理人が直接持参するものとし，郵送によるものは受理しない。
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３　試験日時

⑴　試験日　　　　　　　　平成22年８月21日（土曜日）

⑵　試験会場への集合時間　午後１時

⑶　試験時間　　　　　　　午後１時30分から午後３時30分までの２時間

４　試験会場

次の２会場とする。
試　験　会　場 所　在　地

１ 水戸葵陵高等学校 水戸市千波町中山 2369 －３
２ 茨城県立医療大学 稲敷郡阿見町大字阿見 4669 －２

５　試験会場区分

受験願書を提出する際に，希望する試験会場を申請するものとする。

なお，受験願書提出後の試験会場の変更は認めない。

　※　試験会場には使用できる駐車場はないので，一般公共交通機関を利用すること。

６　受験資格

⑴　学歴

次のいずれかに該当する者とする。

ア　学校教育法（昭和22年法律第26号）第57条（高等学校の入学資格）に規定する者

イ　旧国民学校令（昭和16年勅令第148号）による国民学校の高等科を修了した者

ウ 　旧中等学校令（昭和18年勅令第36号）による中等学校の２年の課程を終った者，又は調理師法施行規則（昭和

33年厚生省令第46号）付則第３項に定めるところによりこれらの者と同等以上の学歴があると認められる者

⑵　職歴

 　⑴の学歴を有する者で，次の施設又は営業で調理の業務に従事した期間が，調理業務従事証明書（茨城県調理

師法施行細則様式第２号）の証明日において２年以上となる者

ア 　寄宿舎，学校，病院等の施設であって飲食物を調理して供与する施設（ただし，継続して１回20食以上又は

１日50食以上を調理して供与する施設に限る。）

イ 　食品衛生法施行令（昭和28年政令第229号）第35条第１号に規定する飲食店営業，同条第14号に規定する魚

介類販売業又は同条第32号に規定するそうざい製造業

　※　ただし，以下の場合は，調理の業務に従事したこととは認めない。

ア　高校生（夜間課程及び通信課程を除く。）でアルバイトしている（していた）場合

イ 　専ら調理品の運搬，配達，食器洗浄等直接調理の実務に従事しない場合（ウェイターやウェイトレス，皿洗

いなど。）

ウ　パート，アルバイト等で調理業務に従事している場合

　ただし，週４日以上かつ１日６時間以上飲食物の調理業務に従事している場合は職歴と認める。

　　エ　ケーキ・デザート類及びパン製造（調理パン等は除く。）のみの業務に従事している場合。

　　オ　栄養士，保育士，看護師，看護助手，ホームヘルパー等の職種として採用され，調理業務に従事している場合。

７　試験科目

食文化概論，衛生法規，公衆衛生学，栄養学，食品学，食品衛生学，調理理論

８　提出書類等

⑴　受験願書（茨城県調理師法施行細則様式第１号）    　　　１部



14 第 2168 号　平成 22 年４月１日（木曜日）

⑵　調理業務従事証明書（同細則様式第２号）    　　　１部

⑶　調理師試験合格通知作成用用紙    　　　１部

⑷ 　中学校，高等学校，中等教育学校，大学（短期大学を含む。） 若しくは高等専門学校のいずれかの卒業証明書

若しくは卒業証書の写し（写しの場合は，卒業証書の原本を持参すること。）又は中等教育学校の前期課程を修

了したことを証する書類        　　　１部

⑸　写真（縦５cm，横４cm，上半身正面向，脱帽，受験願書提出前６ヶ月以内に撮影したもの） １枚

⑹　受験手数料6,400円相当額の茨城県収入証紙 

　※　受験手数料は受験願書を受理した後は，いかなる理由があっても返還しない。

※ 　平成19年度から平成21年度の茨城県調理師試験を受験した者で，当該試験の受験票を提出する場合は，上記書

類のうち⑵，⑷の提出を省略することができる。

９　合格発表

 　平成22年９月27日（月曜日）午前10時から次の各号に掲げる方法により発表する。なお，電話による問い合わせ

には，一切応じない。

⑴　茨城県庁行政棟14階保健福祉部生活衛生課及び各保健所に，合格者の受験番号を掲示する。

⑵ 　「いばらき食の安全情報Web Site」（URL ＝ http://www.shoku.pref.ibaraki.jp）により合格者の受験番号の情

報提供を行う。

⑶　合格者に合格通知書を送付する。

10　試験結果の開示

 　茨城県個人情報の保護に関する条例（平成17年茨城県条例第１号）第25条の規定に基づき，簡易の手続きにより

開示を請求することができる。

 　なお，開示を希望する場合は，受験者本人が茨城県保健福祉部生活衛生課に受験票を持参し，開示の請求をす

ること。また，電話，はがき等による開示の請求はできない。
開 示 す る 内 容 開  示  の  日  時 開示の方法

科目別得点及び総合得点 合否発表の日から１ｶ月内の執務時間中 閲覧

11　その他

　受験資格に偽りがあることが判明したときは，合格を取り消す。

12　この試験に関する問い合わせ先

茨城県保健福祉部生活衛生課食の安全対策室
〒 310－ 8555　水戸市笠原町 978番 6　茨城県庁内
電話　029（301）3424　　  FAX　029（301）0800
URL　http://www.shoku.pref.ibaraki.jp

（別表）保健所等一覧表
保健所 住所 電話番号

水戸保健所 〒310－0852 水戸市笠原町993－2 029－241－0100（代）
ひたちなか保健所 〒312－0005 ひたちなか市新光町95 029－265－5645（ダイヤルイン）
常陸大宮保健所 〒319－2251 常陸大宮市姥賀町2978－1 0295－52－1157（代）
日立保健所 〒317－0065 日立市助川町2－6－15 0294－22－4190（ダイヤルイン）
鉾田保健所 〒311－1517 鉾田市鉾田1367－3 0291－33－2158（代）
潮来保健所 〒311－2422 潮来市大洲1446－1 0299－66－2116（ダイヤルイン）
竜ヶ崎保健所 〒301－0822 龍ケ崎市2983－1 0297－62－2163（ダイヤルイン）
土浦保健所 〒300－0812 土浦市下高津2－7－46 029－821－5364（ダイヤルイン）
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保健所 住所 電話番号
つくば保健所 〒305－0035 つくば市松代4－27 029－851－9287（代）
筑西保健所 〒308－0021 筑西市甲114 0296－24－3913（ダイヤルイン）
常総保健所 〒303－0005 常総市水海道森下町4474 0297－22－1351（代）
古河保健所 〒306－0005 古河市北町6－22 0280－32－3021（代）
保健福祉部生活衛生課
食の安全対策室 〒310－8555 水戸市笠原町978－6 029－301－3424（ダイヤルイン）

社団法人
調理技術技能センター 〒103－0012 東京都中央区日本橋堀留町

２－８－５ JACCビル5F 03－3667－1815

※ 　ご不明な点がありましたら，「県内各保健所衛生課」又は「県保健福祉部生活衛生課食の安全対策室」までお問

い合わせください。

◉平成22年度製菓衛生師試験の実施

製菓衛生師法（昭和41年法律第115号）第４条第１項の規定により製菓衛生師試験を次のとおり実施するので，茨

城県製菓衛生師法施行細則（昭和42年茨城県規則第29号）第２条第１項の規定に基づき公示する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　受験願書の配布場所

　受験願書等は，平成22年５月17日（月曜日）から，保健所等一覧表（別表）に掲げるところにおいて配布する。

 　なお，受験願書等の用紙の郵送を希望する場合は，封筒の表に「製菓衛生師試験受験願書希望」と朱書し，140

円切手を貼ってあて先を明記した返信用封筒（角型２号［縦33cm×横24cm程度］）を同封し，別表の保健所等へ

請求すること。

２　受験願書の受付日時及び受付場所

⑴　受験願書の受付日時

　　平成22年７月８日（木曜日）及び９日（金曜日）

　　午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで

⑵　受付場所

　　 県内各保健所

※　受験願書及び添付書類は，本人又は代理人が直接持参するものとし，郵送によるものは受理しない。

３　試験日時

⑴　試験日　　　　　　　　　　平成22年８月21日（土曜日）

⑵　試験会場への集合時間　　　午後１時

⑶　試験時間　　　　　　　　　午後１時30分から午後３時30分までの２時間

４　試験会場

　次の２会場とする。
試　験　会　場 所　在　地

1 水戸葵陵高等学校 水戸市千波町中山2369－３
2 茨城県立医療大学 稲敷郡阿見町大字阿見4669－２

５　試験会場区分

　受験願書を提出する際に，希望する試験会場を申請するものとする。
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　なお，受験願書提出後の試験会場の変更は認めない。

※ 試験会場には使用できる駐車場はないので，一般公共交通機関を利用すること。

６　受験資格

　受験資格は，次のいずれかに該当する者とする。

⑴ 　学校教育法（昭和22年法律第26号）第57条に規定する者（高等学校入学資格を有する者）であって，厚生労働

大臣の指定する製菓衛生師養成施設において１年以上製菓衛生師として必要な知識及び技能を修得した者

⑵ 　学校教育法第57条に規定する者であって，受験願書（茨城県製菓衛生師法施行細則様式第１号）の菓子製造業

従事証明の証明日において２年以上菓子製造業に従事した者

⑶ 　製菓衛生師法施行の際（昭和41年12月26日）現に菓子製造業に従事している者（学校教育法第57条に規定する

者を除く。）であって，菓子製造業に従事した期間が，同法の施行の日において３年を超えている者又は同法の

施行の日後３年を超えるに至った者

※　ただし，以下の場合は，菓子製造の業務に従事したこととは認めない。

　　ア　高校生（夜間課程及び通信課程を除く。）でアルバイトしている（していた）場合

　　イ 　専ら菓子の運搬，配達，食器洗浄等直接菓子製造の実務に従事しない場合（ウェイターやウェイトレス，

皿洗いなど。）

　　ウ　パート，アルバイト等で菓子製造の業務に従事している場合

　　　　ただし，週４日以上かつ１日６時間以上菓子製造の業務に従事している場合は職歴と認める。

　　※ 　国民学校令（昭和16年勅令第148号）による国民学校の高等科を修了した者，旧中等学校令（昭和18年勅

令第36号）による中等学校の２年の課程を修了した者又は製菓衛生師法施行規則（昭和41年厚生省令第45号）

附則第２項の定めるところによりこれらの者と同等以上の学力があると認められる者は，前各号の規定の適

用については，学校教育法第57条に規定する者とみなす。

７　試験科目

　衛生法規，公衆衛生学，食品学，食品衛生学，栄養学，製菓理論及び実技

※ 　製菓理論及び実技については，製菓理論と製菓実技を出題し，製菓実技は「和菓子」，「洋菓子」，「製パン」の

分野からいずれか１分野を選択して解答するものとする。

　 　なお，同科目について，職業能力開発促進法の規定による菓子製造技能士の１級又は２級の資格を有する者は，

本人の申し出により免除する。

８　提出書類等

⑴　受験願書（茨城県製菓衛生師法施行細則様式第１号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １部

⑵ 　中学校，高等学校，中等教育学校，大学（短期大学を含む。）若しくは高等専門学校のいずれかの卒業証明書

若しくは卒業証書の写し（写しの場合は，卒業証書の原本を持参すること。）又は中等教育学校の前期課程を修

了したことを証する書類

　　※ ただし，製菓衛生師法附則第２項に規定する受験資格の特例の適用を受ける者にあっては，菓子製造業に従

事した期間の証明書を提出すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１部

⑶　厚生労働大臣の指定する製菓衛生師養成施設の卒業者については，それを証明する書類　　　　　１部

⑷　菓子製造技能士の１級又は２級の技能検定合格証の写し（該当者のみ）　　　　　　　　　　　　 １部

⑸　写真（縦５cm，横４cm，上半身正面向，脱帽，受験願書提出前３ヶ月以内に撮影したもの）　　　１枚

⑹　受験手数料9,600円相当額の茨城県収入証紙

　※　受験手数料は受験願書を受理した後は，いかなる理由があっても返還しない

※ 　平成19年度から平成21年度の茨城県製菓衛生師試験を受験した者で，当該試験の受験票を提出する場合は，上



第 2168 号　平成 22 年４月１日（木曜日） 17

記書類のうち，⑴の菓子製造業従事証明欄の記入，⑵及び⑶の提出を省略することができる。

９　合格発表

 　平成22年９月27日（月曜日）午前10時から，次の各号に掲げる方法により発表する。なお，電話による問い合わ

せには，一切応じない。

⑴ 　茨城県庁行政棟14階保健福祉部生活衛生課及び各保健所に，合格者の受験番号を掲示する。

⑵ 　「いばらき食の安全情報Web Site」（URL＝ http://www.shoku.pref.ibaraki.jp）　により合格者の受験番号の情

報提供を行う。

⑶ 　合格者に合格証書を送付する。

10　試験結果の開示

 　茨城県個人情報の保護に関する条例（平成17年茨城県条例第１号）第25条の規定に基づき，簡易の手続きにより

開示を請求することができる。 

 　なお，開示を希望する場合は，受験者本人が茨城県保健福祉部生活衛生課に受験票を持参し，開示の請求をする

こと。また，電話，はがき等による開示の請求はできない。

開　示　す　る　内　容 開　示　の　日　時 開示の方法
科目別得点及び総合得点 合否発表の日から１ｶ月内の執務時間中 閲覧

11　その他

　受験資格に偽りがあることが判明したときは，合格を取り消す。

12　この試験に関する問い合わせ先

　茨城県保健福祉部生活衛生課食の安全対策室
〒310－8555　水戸市笠原町978番６　茨城県庁内
電話　029（301）3424　　　FAX　029（301）0800
URL　http://www.shoku.pref.ibaraki.jp

（別表）保健所等一覧表
保健所 住所 電話番号

水戸保健所 〒310－0852　水戸市笠原町993－２ 029－241－0100（代）
ひたちなか保健所 〒312－0005　ひたちなか市新光町95 029－265－5645（ダイヤルイン）
常陸大宮保健所 〒319－2251　常陸大宮市姥賀町2978－１ 0295－52－1157（代）
日立保健所 〒317－0065　日立市助川町2－6－15 0294－22－4190（ダイヤルイン）
鉾田保健所 〒311－1517　鉾田市鉾田1367－3 0291－33－2158（代）
潮来保健所 〒311－2422　潮来市大洲1446－1 0299－66－2116（ダイヤルイン）
竜ヶ崎保健所 〒301－0822　龍ケ崎市2983－1 0297－62－2163（ダイヤルイン）
土浦保健所 〒300－0812　土浦市下高津2－7－46 029－821－5364（ダイヤルイン）
つくば保健所 〒305－0035　つくば市松代4－27 029－851－9287（代）
筑西保健所 〒308－0021　筑西市甲114 0296－24－3913（ダイヤルイン）
常総保健所 〒303－0005　常総市水海道森下町4474 0297－22－1351（代）
古河保健所 〒306－0005　古河市北町6－22 0280－32－3021（代）
保健福祉部生活衛生課
食の安全対策室 〒310－8555　水戸市笠原町978－6 029－301－3424（ダイヤルイン）

※ 　ご不明な点がありましたら，「県内各保健所衛生課」又は「県保健福祉部生活衛生課食の安全対策室」までお

問い合わせください。



18 第 2168 号　平成 22 年４月１日（木曜日）

◉所在不明の貸金業者の公告

下記の貸金業者について，その営業所の所在地及び貸金業者の所在を確知できないので，貸金業法（昭和58年法律

第32号）第24条の６の６の規定により公告する。

なお，この公告の日から30日を経過しても，当該貸金業者からその所在地及び所在の申出がないときは，貸金業者

の登録を取り消すことがある。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　商　　　　　　　　　号　ａｄａｍ

２　氏　　　　　　　　　名　三平　雅敏

３　住　　　　　　　　　所　茨城県那珂市東木倉361番地２

４　主たる営業所等の所在地　茨城県ひたちなか市部田野669番地

５　登　　録　　番　　号　茨城県知事（北－１）第10299号

６　登　録　年　月　日　平成19年12月13日

◉茨城県農作物奨励品種の指定及び名称変更について

　茨城県農作物奨励品種の指定及び名称変更を次のとおりとしたので公告する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　準奨励品種に指定する品種

　　六条大麦「関東皮86号」

⑴　来歴

　 　「関東皮86号」は，平成10年に農林水産省農業研究センター（現独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機

構作物研究所）において ｢関東皮78号（さやかぜ）」を母，｢関東裸77号 ｣ を父として人工交配を行い，以後選抜・

固定が進められ，育成された品種である。

⑵　準奨励品種に指定する理由

　 　本県で麦茶用六条大麦として約９割を占めている「カシマムギ」は，品質面で実需者から高い評価を得ているが，

オオムギ縞萎縮病による被害や穂首折損による収穫ロスが問題となっている。

　 　「関東皮86号」は，「カシマムギ」に比べ，オオムギ縞萎縮病に極めて強く，穂首折損しにくいなど優れた栽培

特性をもち，麦茶用としての品質も「カシマムギ」と同程度であるため，準奨励品種として指定することとした。

⑶　栽培上の留意点

　　①追肥を行い，粒大の確保及びタンパク質含量の向上に努める。

　　② 赤かび病に対する抵抗性は「カシマムギ」と同等であるので，適期防除を必ず行う。

⑷　普及地帯

　　「カシマムギ」を補完する品種として，オオムギ縞萎縮病による被害ほ場での作付けを見込んでいる。
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⑸　特性表

種　類 品種名 来歴または両親名 播性程度 播種期
（月日）

出穂期
（月日）

成熟期
（月日）

稈　長
（cm）

穂　長
（cm）

穂　数
（本/㎡）

六条大麦 関東皮86号 関東皮78号×関東裸77号 Ⅰ 11.7 4.13 5.28 90 4.1 742

容積重
（ｇ）

千粒重
（ｇ）

子実重
（kg/10a）外観品質 株の開閉 耐倒伏性 耐　病　性

さ　び うどんこ 縞萎縮
713 29.2 660 上の下 中 強 - 極強 極強

　　　（注）
　　　⑴　試験年次：平成18年～ 20年（播種年）
　　　⑵　試験条件：条間30cm・ドリル栽培，播種量8kg/10a
　　　　　　　　　　基肥量　窒素6kg/10a，リン酸7kg/10a，カリ6kg/10a
　　　　　　　　　　容積重・千粒重・子実重はとうみ選による調製サンプルを用いた
　　　　　　　　　　播性程度・外観品質・耐病性については，育成地のデータを用いた
　　　⑶　試験ほ場：茨城県農業総合センター農業研究所（水戸市上国井町），表層腐植質黒ボク土畑
　　　⑷　播性程度：Ⅰ・Ⅱ春播型，Ⅲ・Ⅳ中間型，Ⅴ～Ⅶ秋播型

２　認定品種に指定する品種

　小麦「ゆめかおり」

⑴　来歴

　 　「ゆめかおり」は，平成９年に長野県農事試験場（現長野県農業試験場）において「西海180号（ニシノカオリ）」

を母，「KS831957」を父として人工交配を行い，以後選抜・固定が進められ，育成された品種である。

⑵　認定品種に指定する理由

　 　これまで製パン適性に優れた奨励品種は指定されていなかったが，県内の製パン業者や地産地消に取り組む女

性加工グループなどから，地元産の小麦粉を使用したパンを作りたいという要望がある。

　　「ゆめかおり」は，製パン適性，生産性に優れているため，認定品種として指定することとした。

⑶　栽培上の留意点

　① 　小麦「農林61号」より耐倒伏性に優れるが，稈長がやや長くなるため，極端な多肥栽培はせず，地力や生育

に応じた施肥を行う。

　②　タンパク質含量を確保するため，黒ボク土等の肥沃なほ場で栽培を行い，出穂期に適量の追肥を行う。

　③　赤かび病には強くないため，適期防除を必ず行う。

⑷　普及地帯

　 　パン用小麦品種として，タンパク質含量が確保できる県内全域の窒素肥沃度の高い畑地を中心としたほ場での

作付けを見込んでいる。

⑸　特性表

種　類 品種名 来歴または両親名 播性程度 播種期
（月日）

出穂期
（月日）

成熟期
（月日）

稈　長
（cm）

穂　長
（cm）

穂　数
（本/㎡）

小　麦 ゆめかおり ニシノカオリ×KS831957 Ⅱ 11.7 4.27 6.15 103 7.7 853

容積重
（ｇ）

千粒重
（ｇ）

子実重
（kg/10a）外観品質 株の開閉 耐倒伏性 耐　病　性

さ　び うどんこ 縞萎縮
836 41.2 596 中の上 やや閉 中 強 やや強 強

　　　（注）
　　　⑴　試験年次：平成16年～ 20年（播種年）
　　　⑵　試験条件：条間30cm・ドリル栽培，播種量8kg/10a
　　　　　　　　　　基肥量　窒素6kg/10a，リン酸7kg/10a，カリ6kg/10a（16 ～ 18，20年），窒素8kg/10a，リン酸10kg/10a，カリ8kg/10a（19年）
　　　　　　　　　　播性程度・外観品質・株の開閉・耐病性については，育成地のデータを用いた
　　　⑶　試験ほ場：茨城県農業総合センター農業研究所（水戸市上国井町），表層腐植質黒ボク土畑
　　　⑷　播性程度：Ⅰ・Ⅱ春播型，Ⅲ・Ⅳ中間型，Ⅴ～Ⅶ秋播型
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３　奨励品種の名称変更

奨励品種小麦「利根３号」の名称を「さとのそら」に変更する。

理由：「さとのそら」の名称で農林水産省から出願公表されたため。

◉茨城県持続性の高い農業生産方式の導入に関する指針の変更

茨城県持続性の高い農業生産方式の導入に関する指針を平成22年３月23日付けで変更したので，持続性の高い農業

生産方式の導入の促進に関する法律（平成11年法律第110号）第３条第４項の規定により公表する。

なお，茨城県持続性の高い農業生産方式の導入に関する指針は，茨城県農林水産部農産課において一般の閲覧に供

する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

◉家畜伝染病の発生について

家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）第13条第１項の規定により，家畜伝染病の発生について届出があった

ので，同条第４項により公示する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

家畜伝染
病の種類

家畜の
種類

患畜及び
疑似患畜
の区分　

発生
頭数 発生場所 発生年月日 転帰 備考

ヨーネ病 牛 患畜 １頭 小美玉市
平成22年

３月８日

家畜伝染病予防法第17条

の規定による殺処分

◉県営土地改良事業計画の廃止

土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の３第１項の規定に基づき，県営涸沼南台地区土地改良事業（畑地帯

総合整備事業・農道）につき計画を廃止したので，関係書類を次のとおり縦覧に供する。

なお，この計画の廃止については，同法第87条の３第６項で準用する同法87条第６項の規定に基づき，縦覧期間満

了の日の翌日から起算して15日以内に茨城県知事に異議申立てをすることができる。

また，同法第87条の３第６項で準用する同法第87条第７項の規定による決定に不服がある者は，同法第87条の３第

６項で準用する同法第87条第10項の規定に基づき，茨城県を被告として，決定があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内に異議申立て決定に対する取消しの訴えを提起することができる。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　縦覧に供する書類

　県営涸沼南台地区土地改良事業（畑地帯総合整備事業・農道）計画の廃止処理計画書の写し

２　縦覧の期間

　平成22年４月２日から平成22年４月30日まで
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３　縦覧の場所

　茨城県鹿行農林事務所

◉県営土地改良事業計画の廃止

土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の３第１項の規定に基づき，県営涸沼南台地区土地改良事業（畑地帯

総合整備事業・農業用排水）につき計画を廃止したので，関係書類を次のとおり縦覧に供する。

なお，この計画の廃止については，同法第87条の３第６項で準用する同法87条第６項の規定に基づき，縦覧期間満

了の日の翌日から起算して15日以内に茨城県知事に異議申立てをすることができる。

また，同法第87条の３第６項で準用する同法第87条第７項の規定による決定に不服がある者は，同法第87条の３第

６項で準用する同法第87条第10項の規定に基づき，茨城県を被告として，決定があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内に異議申立て決定に対する取消しの訴えを提起することができる。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　縦覧に供する書類

　県営涸沼南台地区土地改良事業（畑地帯総合整備事業・農業用排水）計画の廃止処理計画書の写し

２　縦覧の期間

　平成22年４月２日から平成22年４月30日まで

３　縦覧の場所

　茨城県鹿行農林事務所

◉都市計画の図書の縦覧

つくばみらい都市計画地区計画の変更に伴い，つくばみらい市から都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第

２項の規定において準用する同法第20条第１項の規定に基づく当該都市計画にかかる図書の写しの送付を受けたの

で，同法第21条第２項の規定において準用する同法第20条第２項の規定に基づき，当該図書を次の場所において縦覧

に供する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　都市計画の種類

　地区計画（伊奈・谷和原丘陵部地区）

２　縦覧場所

　茨城県土木部都市局都市計画課

◉都市計画の図書の縦覧

岩井・境都市計画生産緑地地区の変更に伴い，坂東市から都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規

定において準用する同法第20条第１項の規定に基づく当該都市計画にかかる図書の写しの送付を受けたので，同法第

21条第２項の規定において準用する同法第20条第２項の規定に基づき，当該図書を次の場所において縦覧に供する。 

平成22年４月１日
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茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　都市計画の種類

　生産緑地地区

２　縦覧場所

　茨城県土木部都市局都市計画課

◉都市計画の図書の縦覧

大宮都市計画下水道の変更に伴い，常陸大宮市から都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項の規定にお

いて準用する同法第20条第１項の規定に基づく当該都市計画にかかる図書の写しの送付を受けたので，同法第21条第

２項の規定において準用する同法第20条第２項の規定に基づき，当該図書を次の場所において縦覧に供する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　都市計画の種類

　下水道（大宮町公共下水道）

２　縦覧場所

　茨城県土木部都市局都市計画課

◉都市計画事業の施行者の名称等

水戸・勝田都市計画道路事業については，平成22年３月24日付関東地方整備局告示第83号で都市計画法（昭和43年

法律第100号）第63条第１項の規定による認可をした旨告示されたので，同法第66条の規定により次のとおり公告する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　都市計画事業の種類及び名称

　水戸・勝田都市計画道路事業

　３・４・167号　赤塚駅北線

２　施行者の名称

　茨城県

３　事務所の所在地

　水戸市笠原町978番６

　茨城県庁

４　事業地の所在

⑴　収用の部分

　　変更なし

⑵　使用の部分

　　なし
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◉開発行為の工事完了

都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項の許可に係る開発行為について，次の区域の工事が完了したので，

同法第36条第３項の規定により公告する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

　那珂市福田字宮原後743番５

２　事業主の住所及び氏名

　那珂市菅谷732番地２　サンルミエール101

　吉　原　貴　史

１　工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

　東茨城郡茨城町大字小幡字千貫桜1028番５，同番６，同番16，同番37，同番48

２　事業主の住所及び氏名

　東京都中央区日本橋人形町三丁目８番１号

　太陽鉱油株式会社　代表取締役　飯　塚　　　伸

１　工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

那珂郡東海村大字諏訪間字台185番２

２　事業主の住所及び氏名

ひたちなか市大字足崎263番地１　メゾンヒルズⅡ102

清　水　章　広

１　工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

那珂郡東海村豊白一丁目1859番178，同番179，同番180，同番181，同番183，同番184，同番187，同番188，同番

189，同番191，1876番５，同番14，1879番51，同番54

２　事業主の住所及び氏名

那珂郡東海村舟石川駅西一丁目４番５号

桜道不動産　代表　辻　本　敏　江

１　工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

（全体　常陸大宮市泉字新山503番１外４筆）常陸大宮市泉字新山503番1,504番１

２　事業主の住所及び氏名

常陸大宮市泉497番地１

社会福祉法人　永寿会　理事長　菊　池　留　次
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１　工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

結城市大字小森字大桑2336番１

２　事業主の住所及び氏名

結城市大字結城6381番地15（サンフィリア栄Ａ -203）

秋　元　　　猛

１　工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

猿島郡境町大字長井戸字南前208番２，同番３

２　事業主の住所及び氏名

猿島郡境町2165番地52

大　塚　英　治，大　塚　　　恵

１　工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

猿島郡境町字清水133番27，同番28，145番３，148番１

２　事業主の住所及び氏名

猿島郡境町148番地６

福　島　清　夫

１　工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

結城郡八千代町大字苅橋字新田山添28番３，31番３

２　事業主の住所及び氏名

古河市諸川1416番地16

福　島　裕　司，福　島　真由美

◉道路の位置の指定

建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第５号に規定する道路の位置を次のとおり指定した。

平成22年４月 1日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

指定番号 指定年月日
申　請　者

道路の位置
道路の幅員及び延長

氏　名 住　所 幅　員 延　長
県総指令

第444号 平成22年３月25日

㈱ミネ・コーポ
レーション
代表取締役
鈴木　謙二

小美玉市栗又四ヶ
1765－６

小美玉市小川字布袋
久保277番16，同番17，
同番19，同番20，同番
22，同番25，

メートル

4.00

メートル

46.43
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◉公の施設の指定管理者の指定

県営住宅及び共同施設の指定管理者の指定について，茨城県県営住宅条例（平成９年茨城県条例第54号）第69条の

規定により，次のとおり指定した。

平成22年４月 1日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　指定管理者として指定したもの

水戸市大町３丁目４番36号

一般財団法人茨城県住宅管理センター

２　指定の期間

平成22年４月１日から平成23年３月31日まで

◉公の施設の指定管理者の指定の取消し

県営住宅及び共同施設の指定管理者について，次のとおり指定を取り消した。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　指定管理者の指定を取り消したもの

つくば市竹園三丁目23番ノ２

財団法人茨城住宅管理協会

２　指定の取り消し日　　

平成22年３月31日

◉物品調達等競争入札参加者の資格に関する公示

地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372号）第４条の規定に基づき，

平成22年度において茨城県の競争入札の参加資格を得ようとする者の申請方法等について，次のとおり公示する。

平成22年４月１日

茨城県知事　　橋 　 本 　 　 　 昌

１　業種区分及び調達する物品等又は特定役務の種類

競争入札の参加資格を得ようとする者の業種及び調達する物品等又は特定役務の種類は，次のとおりとする。

⑴　物品の製造の請負又は買入れ

01　印刷類：一般印刷，軽印刷，フォーム印刷，その他

02　文具・事務機器類：文具・事務機器，ＯＡ機器，用紙，その他

03　家具類：木製家具，スチール家具，室内装飾，その他

04　車両・船舶類：自動車，オートバイ・自転車，車両部品・用品，船舶，船具・漁具，その他

05　産業機器類：工作機器，農業機器，建設機器，その他

06　電気機器類：家電器具，電気設備，通信機器，視聴覚機器，その他

07　精密機器類：理化学機器，計測機器，医療機器，福祉機器，その他

08　雑機器類：消防機器，厨房機器，その他

09　薬品類：医薬品，衛生材料，化学工業薬品，農業薬品，その他
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10　燃料及び油脂製品類：石油，ＬＰガス，高圧ガス，その他

11　建設用資材類：工事用資材，給排水設備用資材，電気工事用資材，その他

12　趣味・表彰用品類：カメラ，時計，記念品・バッジ，スポーツ用品，楽器，その他

13　繊維・日用品類：被服・繊維，寝具，皮革・ゴム製品，雑貨・金物，その他

14　その他：食品，広告・看板，標本・模型，保安用品，その他

⑵　役務の提供

15　広告・出版・催物：広告代理，テレビ・ラジオ番組，映像ソフト，印刷物，催物，その他

16　建築物の管理⑴：建築物環境衛生維持管理，屋内清掃，屋外清掃，植栽管理，警備，その他

17　建築物の管理⑵：空調設備保守点検，消防・保安設備保守点検，浄化槽保守点検，その他

18 　施設・設備等の保守管理：上水道処理施設維持管理，下水道処理施設維持管理，電気設備保守点検，通信設

備保守点検，車両保守点検，その他

19　リース・レンタル：ＯＡ機器，各種機器，車両，その他

20 　コンピュータ関連サービス：ハードウェア保守点検，システム開発，インターネット業務，データ処理，専

門人材派遣，その他

21　運送：旅客業，貨物運送，その他

22　調査・測定・検査：自然環境，市場調査・計画策定，その他

23　廃棄物処理，衛生その他環境保護：廃棄物処理，廃棄物収集運搬，リサイクル，クリーニング，その他

24　その他：調理・給食，医療事務代行，旅行代理業，その他

２　申請の時期

随時受け付ける。

３　申請の方法

⑴　申請書の入手方法

茨城県所定の「物品調達等競争入札参加資格審査申請書」（以下「申請書」という。）は，茨城県会計事務局会

計第二課のホームページからダウンロードすることができる。また，次に掲げる交付場所において，競争入札参

加資格を得ようとする者に交付する。

〒310－8555　茨城県水戸市笠原町978番6

茨城県会計事務局会計第二課調度担当

電話　029－301－4875（直通）

アドレス　http://www.pref.ibaraki.jp/kaikei/kaini/sinsei.html

⑵　申請書の提出方法

申請書に次に掲げる書類を添付して，上記に掲げる場所に持参又は郵送すること。若しくは，茨城県ホームペー

ジの「いばらき電子申請・届出システム」により申請のうえ，添付書類を郵送すること。

ア　県税に未納がないことを証する納税証明書（茨城県に納税義務がある場合に限る。）

・　茨城県の県税事務所長が発行する納税証明書（様式第40号の４イ）

・　税務署長が発行する消費税及び地方消費税の納税証明書（様式「その３の２」又は「その３の３」）

イ　登記事項証明書（個人にあっては，市町村長の発行する身分証明書）

ウ　営業に関し許可，認可等を必要とする場合は，これを受けたことを証明する書類

エ　次の①又は②に掲げる場合の区分に応じ，それぞれ当該①又は②に掲げる書類

① 　法人である場合　前年度及び前々年度の貸借対照表，損益計算書（建設業法（昭和24年法律第100号）第

３条第１項の許可を受けた建設業者（以下「建設業者」という。）である場合にあっては，建設業法施行規
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則（昭和24年建設省令第14号）第４条第 1項第７号又は第10条第 1項第 1号の損益計算書）及び株主資本等

変動計算書

② 　個人である場合　前年度及び前々年度の所得税申告決算書の写し（建設業者である場合にあっては，建設

業法施行規則第４条第１項第８号又は第10条第 1項第 2号の損益計算書）

オ　ＩＳＯ14001の認証を取得している場合は，当該認証の取得に係る登録証の写し

カ 　法定雇用率以上の障害者を雇用している場合は，障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）

第43条第 5項の規定による報告の写し

従業員56人未満の事業所で１人以上の障害者を雇用している場合は，障害者雇用の状況報告書（様式第１号の２）

キ　就業規則に育児休業及び介護休業の定めがある場合は，育児休業及び介護休業の定めがある就業規則

ク　茨城県内の事業所に入札や契約等に関する権限を委任する場合は，その旨を証する書類

⑶　申請書等の作成に用いる言語等

ア 　申請書及び上記３⑵エに規定する書類は，日本語で作成すること。なお，その他の書類で外国語で記載のも

のは，日本語の訳文を付記し，又は添付すること。

イ 　添付書類のうち，金額欄については，出納官吏事務規定（昭和22年大蔵省令第95号）第16条に規定する外国

貨幣換算率により日本通貨に換算し，記載すること。

４　競争入札に参加することができない者

⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の４第１項に規定する者

⑵ 　政令第167条の 4第 2項（政令第167条の11第１項において準用する場合を含む。）の規定により入札に参加さ

せないこととされた者で，同項の期間を経過していない者

⑶　営業に関し，法令の規定に基づき，官公署の許可，認可等を必要とする場合においてこれを得ていない者

⑷　この公示に規定する申請書又は添付書類に虚偽の記載をし，又は重要な事実について記載をしなかった者

⑸　県税を滞納している者

５　競争入札参加者の資格及びその審査

競争入札に参加できる者の資格審査は，次に掲げる事項を審査し，競争入札参加資格の有無及びその者の発注金

額の標準となる審査数値を決定する。

⑴　経営規模

⑵　経営比率

⑶　売上高

⑷　営業年数

⑸　環境への配慮

⑹　障害者雇用への配慮

⑺　育児休業及び介護休業への配慮

６　資格審査結果の通知

「物品調達等競争入札参加資格審査結果通知書」により通知（郵送）する。

７　資格の有効期間

資格決定の日から平成23年 9 月30日までとする。

８　資格の更新手続

有資格者に対し，有効期間満了前に通知する。
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（病院局）

◉落札者等の公示

次のとおり落札者等について公示します。

平成22年４月 1日

茨城県病院事業管理者職務代理者

茨城県病院局長　　古 　 本 　 顕 　 光

１　落札に係る物品等の名称及び数量

特Ａ重油　ＪＩＳ１種１号　378キロリットル（予定数量）

２　担当部局

茨城県病院局経営管理課

茨城県水戸市笠原町978番６

３　落札決定日

平成22年３月23日

４　落札者の氏名及び住所

株式会社　アサイ

茨城県古河市久能500番地

５　落札価格

56円40銭（１リットル当たり，消費税及び地方消費税抜き額）

６　契約の相手方を決定した手続き

一般競争入札

７　入札公告日

平成22年２月８日

８　落札方式

最低価格


